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Ⅰ 自治体の概要 
年齢 3区分別構成割合 自治体名 

 
人口 面積 

年少人口 生産年齢 老年人口 
合併 保健師 1 人あ

たりの人口 

蓮田市（埼玉県） 64,233人 27.27 km2 12.7％ 69.0％ 18.3％ 無 5352.8人 

 
Ⅱ 自治体の組織図 
 
１）保健師が配置されている部署と年齢 

    年代 

   20 歳代 30 歳代 40 歳代 50 歳代以上 

  

計（人） 

保健部門 4 3 2 1 10 
所属部署

介護保険部門  2   2 
計（人） 4 5 2 1 12 

 ※組織図については、次ページ参照 
 
２）保健活動の統括者 
○健康増進課長 

  ○統括業務の分掌事務への記載なし 
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蓮田市行政組織図
（平成１８年１１月１日）

市　長 助　役 総合政策室 総合政策担当

経営改革担当

契約検査担当

総務部 危機管理室 危機管理調整担当

秘書課 秘書広聴担当

職員係 管理栄養士１（育休中のため、職員係付け）

企画財政課 企画担当

財政係

総務課 人権担当

庶務法規担当

管財担当

情報電算課 情報管理担当

情報システム担当

広報担当 上下水道部 水道課 庶務係

税務課 市民税係 業務係

資産税係 工務係

収税課 管理係

収税係

市民経済部 自治振興課 市民活動支援担当

コミュニティ施設管理担当 消防本部 消防課 庶務係

交通安全係 警防係

コミュニティセンター 予防係

農業者トレーニングセンター 保安係

勤労青少年ホーム 消防署 第一消防係

環境学習館 第二消防係

西新宿会館 第三消防係

市民課 戸籍係 第四消防係

市民係 第一救急係

駅西口連絡所 第二救急係

平野連絡所 第一救助係

農政課 農産係 第二救助係

土地改良係 第一指令係

農産物加工講習センター 第二指令係

商工課 商工係 南分署 第一消防係

消費生活係 第二消防係

みどり環境課 環境担当 第一救急係

公園緑地担当 第二救急係

健康福祉部 福祉課 社会福祉係

保護係

障害福祉係

老人福祉センター

心身障害者地域デイケア施設

子育て支援課 児童福祉係 教育委員会 教育長 教育委員会事務局 教育総務課 庶務係

保育係 施設係

保育園（５園） 学校給食係

学童保育所（８所） 学校教育課 学務係

心身障害児通園施設 指導担当

児童センター 社会教育課 生涯教育担当

介護保険課 管理係 文化財保護係

賦課給付係 郷土資料館

介護認定係 保健師１ 生涯学習施設課 市民ホール整備担当

高齢福祉係 スポーツ振興担当

地域包括支援センター 地域包括支援担当 保健師１ 中央公民館

国保年金課 国民健康保険係 関山分館

国民年金係 図書館

高齢者医療係 総合市民体育館

健康増進課 健康推進係 小学校（８校）

　　課長(保健師）１ 母子係 保健師３（うち係長１） 中学校（５校）

成人係 保健師５（うち係長１）

保健センター 産休中保健師１

都市整備部 都市計画課 都市計画係

交通道路政策担当 市議会 議会事務局 庶務係

道路課 管理係 議事調査係

維持係

道路係

用地係

建築指導課 建築指導係 農業委員会 事務局 農業振興係

開発指導係 選挙管理委員会 事務局 選挙係

営繕係 監査委員 事務局 監査係

区画整理課 管理係 公平委員会 （事務職員）

換地係 固定資産評価委員会 （書記）

西口再開発部 西口再開発事務所 管理係

権利変換係

施設係

上下水道部 下水道課 管理係

施設係

収入役 会計室 会計課 会計係

水道事業管理者（市長）

福
祉
事
務
所

  　  【市長部局】

　　　　　　　　 ６部　　２室
　　　　　　　 ２２課　　１室　　２所
　　　　    １８担当　４４係
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Ⅲ 保健活動の概要 
１）基本健康診査 

 基本健康診査受診率 基本健康診査 
事後指導実施率 

高脂血症予防教室 
改善率 

糖尿病予防教室 
改善率 

平成１６年度 52.3％ 8.8％   
平成１７年度 52.1％ 10.1％ 89.3％（総ｺﾚｽﾃﾛｰﾙ） 42.9％（HbA1c） 

２）母子保健 
 1歳 6か月児健診受診

率 
3歳児健診受診率 1歳 6か月児健診におけ

るう歯の罹患状況 
3歳 6か月児健診におけ
るう歯の罹患状況 

出生数 

平成１６年度 94.9% 93.2% 3.4% 27.4% 556人 
平成１７年度 95.9% 95.7% 2.9% 23.4% 549人 

３）国保医療費 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
※国民健康保険中央会「平成 17年度国民健康保険の実
態」による 
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埼玉県
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全国 201,946 370,108 784,558 370,808 

埼玉県 172,466 335,407 738,631 304,172 

蓮田市 188,326 329,277 761,374 347,509 

一般被保険者分 退職者医療分 老人保健分 合計

（円）
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４）自治体の健康課題 
（１）高額な医療費で、基本健康診査結果にて、要指導者領域が 31.4%（内訳は、高脂血症、高血圧、糖尿病が大半を占める）。 

（平成 16年度の基本健康診査結果の全国平均は異常なし 12.7%、要指導 36.3%、要医療 51%） 
（２）循環器疾患による医療費が高額。 
（３）スーパーバイザーの活用により、高血圧症と脳血管疾患による後遺症のある患者が多いことを明確化。背景には食事と環境的な要因がある。 
 
５）効果的な保健活動 
（１）健康課題を明確にすることが重要であり、現在、蓮田市は、国民健康保険の一人当たりの総医療費が埼玉県内の市の中でもトップとなっている。と

りわけ、疾病別にみると循環器疾患による医療費が高額である。基本健康診査の結果を分析すると、要指導者領域の方が３１．４%（全国平均は３６．３%）
で、内訳は高血圧、高脂血症、貧血、糖尿病が大半を占めている現状がある。 
これらは次のような方法で明らかにしている。 
① 基本健康診査結果からの分析 
② 年報を作成し経年的な事業概要と効果についてまとめている。 
③ 各種団体への積極的な出前健康相談や出前健康教育を行い、地域のニーズの把握をおこなっている。  

（２）平成 18年度は、国保年金課と共催事業で国保ヘルスアップ事業に取り組んでいる。 
また、基本健診後の要指導者へのフォロー教室については、教室の終了後も継続して生活習慣の改善ができるよう仲間づくりをし、栄養・運動を中心

とした自主グループ化を勧めている。地域に毎年 1グループずつ誕生し、現在 9グループが活発に楽しそうに活動している。 
 
６）効果的な保健活動のために取られている方法 
（１）組織体制については、蓮田市の場合、健康づくりを含め成人と母子保健事業は健康増進課で行っている。分散箇所が外に２箇所あるが、分散配置に

ついては今後増えてと予想される。保健師間の連携については、今後現任教育や情報交換を進めていく中で深めていきたい。 
（２）蓮田市は地区分担制を採用している。生活圏を重視し母子愛育会の地区分担（７分班）に基づいた地区割りが特徴である。 
（３）研修会や情報交換などの機会をとらえて、地域の健康課題を明確にすることや他の部署の業務を理解するなどして分散配置における問題に今後対応

していきたい。 
（４）統括者の役割については、平成２０年度からスタートする医療制度改革に向けて、特定健診、特定保健指導の体制づくりに力を注いでいきたいと考

えている。また、財政状況が大変難しい中ではああるが、保健、医療、介護の連携しつつ専門職の確保に向けても努力していきたい。 
７）地区組織活動の状況 
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（１）保健師が支援している地区組織活動の数 
  ○母子愛育会 
  ○食生活改善推進員連絡協議会 
  ○介護ボランティアあい 
  ○やすらぎ会（アートセラピーによる介護予防事業実施） 
  ○その他、健康教室終了者による自主グループ ９グループ 
 
（２）地区組織活動の特徴 
①50年の歴史を持つ母子愛育会の活動においては、母子愛育会の連絡員全員に母子保健推進員を委嘱し、市内で 1歳未満の子育てをしている家庭の声
かけ訪問や、乳幼児健診の未受診児の訪問を地区担当保健師と共におこなっている。子育て中の若い母親が母子保健推進員として活動している。 

  ②市町村健康増進計画の策定を契機に、健康づくり推進員を育成。人材育成に重点を置いている。 
  ③要指導者へのフォロー教室については、終了後の自主グループ活動が活発である。 
 
８）市町村健康増進計画について 
（１）健康増進計画の策定の経過 

平成 15年度に市町村健康増進計画の策定を契機に、健康づくり推進員を育成し、市民主導型の健康づくり事業を市内で展開している。 
健康はすだ２１は、平成１３から１４年度にかけて住民参加による健康づくり検討会議を設置して策定した。検討会議では、「健康」をテーマに話し合

いを進めていくうちに、健康の捕らえ方が体だけでなく心も含めて健康であることが重要だと気づき、そのためには笑顔（笑い）が大切で、地域での

挨拶（声かけ）も積極的にすすめていきたい。そして何より一人一人の思いやりと助け合って共に生きることの大切さを計画の中に盛り込みたいと言

う意見が検討委員さんから出た。 
健康づくり行動の実態とニーズの把握をするため、健康実態調査を２，０００人にアンケートを実施。また、検討委員さんからは、数字だけで見る

データでは見えない、生の声を聞きたいと言う意見が出て、保健師と栄養士、市民の検討委員とで手分けして生の声インタビューを実施。そんな中か

ら、「健康より美容」と言った女子中学生や「健康管理と食事づくりは女房にお任せ」といった中年男性、「小さい子供がいるから自分の事は構えない」

といった若い母親の声が聞こえてきた。 
  このように見えてきた実態を元に、一人一人の検討委員さんが自分なら何ができるのかについて出し合ってまとめてできたのが、健康はすだ２１であ

る。市民の声がそのまま計画書に載った。この計画書ができて、２年間の会議を終了することになった時、一人の委員が「この計画書は我々が作った

のだから、我々が広告塔になって地域ですすめるよ」と言い、これが健康づくり推進員さんの誕生のきっかけだった。 
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Ⅳ 保健活動体制 
１）分散配置されている保健師間の連携について 
（１）保健師間の連携については、今後現任教育や情報交換を進めていく中で深めていきたい。 
（２）研修会や情報交換などの機会をとらえて、地域の健康課題を明確にすることや他の部署の業務を理解するなどして分散配置における問題に今後対応

していきたい。 
 
２）業務分担・地区分担の状況 
（１）地区分担制。生活圏を重視し、母子愛育会の地区分担（７分班）に基づいた地区割り。 
 
３）統括者の役割 
（１）専門職の確保については、市長にも要望。人事担当者へも意見、要望を伝えることが可能。 
 
４）人材育成の状況 
（１）埼玉県では県作成の現任教育プログラムにより実施。中堅保健師への現任教育を強化している。（県主催の新任期、中堅期、幹部保健師研修をおこな

っており、市町村保健師協議会でもブロック毎に研修会がある。） 
（２）介護保険関連への異動については、３～５年スパンでローテーションを中堅保健師以上で組んでいる。 


